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基本的方向 2 家庭・学校・地域の姿 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育は家庭・学校・地域の相互の取り組みによって担われるものであり、子ども

は社会全体で育まれます。 

市川市の進める教育を確かなものにするとともに、社会の中でたくましく生きて

いく子どもを育てるためには、より多くの人の教育への参画が必要です。このため、

家庭や学校、地域が自らの役割と責任を果たし、十分に連携・協力をして、幅広い

教育機能の活性化を図ります。 

 

 

 

 

自らの役割と責任を担いながら、たがいに連携 

して教育の向上に取り組む家庭・学校・地域を 

実現する 

目 標 
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《施策一覧》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2-1 家族の心のつながりを大切にし、心身の成長を育む家庭の教育力の充実を 

目指す 

2-1-1 家庭教育の充実に向けた取り組みの推進 

2-1-2 子育てに関する学習機会や相談機会の提供 

2-2 子どもと教職員とのつながりを大切にし、子ども一人一人の夢を育む学校 

の教育力の向上を目指す 

2-2-1 教職員の指導力の向上 

2-2-2 学校間の連携の推進 

2-2-3 学校評価の推進とその結果に基づく学校運営の改善 

2-2-4 教職員が子どもと向き合う時間の拡大 

2-2-5 特色ある学校運営を支援する環境整備の充実 

2-3 人とのつながりを大切にし、子どもの成長を支える地域の教育力の向上を 

目指す 

2-3-1 地域を支える人材の育成と地域活動を支援するシス 

テムの充実

2-4 家庭・学校・地域のつながりを大切にし、市川の教育力の向上を目指す

2-4-1 家庭・学校・地域の連携を図る取り組みの推進 

2-4-2 家庭・地域と連携した学校の活性化 
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◇施策の方向２－１ 家族の心のつながりを大切にし、心身の 

成長を育む家庭の教育力の充実を目指す 

 

○重点事業の点検 

 

《施策２－１－１関連》 

 

 

  

事業名 家庭教育学級※運営事業 

事業概要 
保護者が「子育て」「親子のコミュニケーション」をテーマとして１年間計

画的に学習し、家庭の役割とその重要性について学習する機会を提供する。

計画 

（具体的な取り組み）

「指導員派遣講座」「共通講座」の周知方法の見直しと内容の充実を図る。

特に「指導員派遣講座」を未実施の学級へ周知を徹底する。また、各学級の

自主企画運営への意欲向上を目指す。 

実績 

（活動及び効果） 

「指導員派遣講座」の未実施学級へは、重ねて実施依頼を行うと共に、ワー

クショップ形式を取り入れるなど講座内容の充実も図った。また、「共通講

座」については、まちこみメールの配信による周知も行った。 

その結果、「指導員派遣講座」の実施回数は、平成２８年度５３回から平成

２９年度５６回に増加した。 

進捗 Ｂ 

※家庭教育学級…家庭において子どもを正しく理解し、健やかに成長していくことを願って、子ども
に関わるさまざまな問題について、計画的・継続的に学習する場 
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２－１－１ 家庭教育の充実に向けた取り組みの推進 

学校、ＰＴＡなどと家庭との連携を強化し、基本的な生活習慣、豊かな情操、他人に対す

る思いやりや善悪の判断などを家庭で身に付ける重要性の啓発に取り組みます。また、家庭

学習の習慣化を図るため、学校と連携した取り組みを進めます。さらに、家族の関わりを深

めるための取り組みを支援します。 

○施策の評価 

１．成果指標 

 

 

２．施策の現状・課題 

 

 

 

３．対応 

 

 

 

《参考》 

  

成果指標 H28 H29 目標（H30）

１ 

「家庭教育学級は、子育てや親子のコミュニケ

ーションづくりに役立った」と回答する参加者

の割合 

９８％ ９９％ ９５％ 

 

主要事業(当該施策の重点事業以外) 事業概要 

創意と活力のある学校づくり事業 

（市川の学校教育三カ年計画の推進） 

家庭と連携して、確かな学力・豊かな心・健康な体の育成に取

り組む学校づくりを支援する。 

施策の実現が図られてきている。 

現在の計画に沿って、施策のさらなる推進を図る。 
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２－１－２ 子育てに関する学習機会や相談機会の提供 

子育てに関する学習機会の充実と改善を図ります。また、保護者同士が相談や協力し合う

環境を整え、子育てなどに悩みを抱えている保護者への支援を充実します。 

○施策の評価 

１．成果指標 

 

２．施策の現状・課題 

 

 

 

３．対応 

 

 

 

《参考》 

  

成果指標 H28 H29 目標（H30）

１ 家庭教育学級への指導員派遣回数 ５３回 ５６回 ６２回 

 

主要事業(当該施策の重点事業以外) 事業概要 

家庭教育学級運営事業 

（指導員派遣講座） 

各学級に家庭教育指導員を派遣し、家庭の役割とその重要性に

ついて学習する機会を提供する。 

施策の実現が図られてきている。 

現在の計画に沿って、施策のさらなる推進を図る。 
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◇施策の方向２－２ 子どもと教職員とのつながりを大切にし、 

子ども一人一人の夢を育む学校の教育力の 

向上を目指す 

 

○重点事業の点検 

 

《施策２－２－２関連》 

 

 

事業名 新しい学校に関わる研究 

事業概要 
平成２８年４月に開校した義務教育学校「塩浜学園」における小中一貫教育

の成果や課題を検証しながら、各小・中学校間の連携に生かす。 

計画 

（具体的な取り組み）

年間を通じて開催される「塩浜学園運営委員会」において、小中一貫教育の

進捗状況の報告をもとに、学校・保護者・地域・行政の各視点での意見を交

流させながら、その成果と課題の検証を進める。また、検証内容を各小・中

学校間の連携に生かしていく。 

実績 

（活動及び効果） 

年間５回開催した「塩浜学園運営協議会」において、小中一貫教育の進捗状

況の報告をもとに、学校・保護者・地域・行政の各視点での意見を交流させ

ることにより、相互理解と協働の成果、今後の学校運営等の課題が明らかと

なった。また、１１月下旬日曜日午前・午後２回開催した「塩浜学園説明会」

では、行徳支所管内全域を対象に研究成果を説明、意見交流を実施し、平成

３０年度塩浜学園への指定学校変更により行徳支所管内から２３名入学し

た。 

進捗 Ａ 

事業名 
市川版中高一貫教育推進事業 

（中高連携推進研究指定校の設置と研究の推進） 

事業概要 
ブロック内の中学校と高等学校の連携を推進し、教育課程を機軸とした連携

の取り組みの推進を図る。 

計画 

（具体的な取り組み）

市川市中高連携推進に関する基本構想に基づき、研究指定校（中学校）及び

連携校（県立高等学校）による研究を進め、3 年間のまとめを行う。また、

「中高連携連絡協議会研究部会」を設置し、前期研究期間の整理及び後期研

究期間の取組について検討する。そして、学校間連携に係る研修会を開催し、

中高連携を含めた、学校間連携の理解を広げていく。 

実績 

（活動及び効果） 

研究部会を年間２回開催し、前期３年間のまとめとして成果と課題を整理す

る共に、後期研究に向けて、各校の重点取組を明確にし、後期研究へとつな

げることができた。また、前期３年間の取組をリーフレット「中・高連携教

育 市川で学ぶ！市川で育つ！」にまとめ、全中学生及び関係学校に配付し、

中高連携の実践例と成果を広く周知した。そして、学校間連携研修会におい

て、管理職の学校段階間接続に関する意識の醸成を図った。 

進捗 Ａ 
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《施策２－２－４関連》 

 

 

  

事業名 スクール・サポート・スタッフ事業 

事業概要 
学校長の要望に応じて学校の教育活動を支援する職員（スクール・サポー

ト・スタッフ）を配置し、学校の教育活動の充実を図る。 

計画 

（具体的な取り組み）

年度当初の配当日数の幅を広げることで各学校が計画的にスクール・サポー

ト・スタッフを活用できるようにし、かつ、年度途中の調整を行うことで、

事業全体の活動日数を、学校の状況に応じて最大限に活用できるようにす

る。また、大洲中学校夜間学級に、通常学級とは別に活動日数を確保して、

学校の特色に応じた配置に努める。 

実績 

（活動及び効果） 

予算で組まれた活動日数のほぼすべてを各学校へ配当した。年度途中に支援

が必要な学校からの追加要望にも対応した。しかし、年度当初に配当日数の

幅を広げたことから余剰日数が不足し、年度途中の要望のすべてには応える

ことができなかった。また、年度末に活動日数を消化できない学校もあった。

３０年度は、年度当初から学校の状況に応じ、活動日数の傾斜配当を行うと

ともに、随時追加配当の要望を受け、支援が必要な学校に必要な活動日数を

配当できるように努める。 

進捗 Ｂ 

事業名 多忙化解消推進事業 

事業概要 
教職員の負担を軽減するために、教育委員会において多忙化解消検討委員会

を設置し、具体的な方策について協議を進める。 

計画 

（具体的な取り組み）

平成２８年度の多忙化解消検討委員会において、平成２９年度より「ノー残

業デー･ノー部活タイム」を市内全学校で実施することが決定された。それ

に伴い平成２９年度は、「ノー残業デー・ノー部活タイム」の実施状況や教

職員の多忙化解消の状況を把握するための調査を行いながら、具体的な業務

改善の例を全市的に広めていくなど、多忙化解消をさらに推進していく。 

実績 

（活動及び効果） 

平成２９年度より市内一斉スタートした「ノー残業デー・ノー部活タイム」

は、ほとんどの学校で積極的に実践されている。平成２９年度もさらなる多

忙化解消のため年３回の会議を実施「学校閉庁日の設定」「留守番電話やタ

イムカードの設置」等の検討や市教委への提出文書の見直しを図った。また、

福栄小が文科省の業務改善アドバイザー派遣事業の指定校となり、成果を市

内に広めることができた。平成３０年度は、夏季休業期間中に祝日や週休日

を合わせ連続した休暇の取得が可能になるよう３日間の学校閉庁日を設定

する。 

進捗 Ｂ 
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２－２－１ 教職員の指導力の向上 

確かな学力、豊かな心、健やかな体をもつ子どもを育てることができるように、増加する

若年層教職員の指導力向上やミドルリーダー※の育成に関する研修を重点的に実施し、教職員

全体の資質・力量の向上を図ります。 

 

 

○施策の評価 

１．成果指標 

 

２．施策の現状・課題 

 

 

 

３．対応 

 

 

 

 

  

成果指標 H28 H29 目標（H30）

１ 

「市教育委員会が行う研修の内容や時期、場所

などがニーズに応えたものである」と回答する

教職員の割合 

７６％ ７３% ８０％ 

２ 
「授業の内容がわかる」と回答する児童生徒の

割合 
８３％ ８４% ８５％ 

 

施策の実現がおおむね図られてきている。 

現在の計画に沿って、施策のさらなる推進を図る。 

新しい学習指導要領の理念やポイントの確実な理解と「主体的・対話的で深い学び」

の実現に向けた研修を取り入れ、さらなる充実を図る。 

※ミドルリーダー…経験豊かな教職員と経験の少ない教職員とをつなぐ役割を担う中堅教職員 
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《参考》 

 

  

主要事業(当該施策の重点事業以外) 事業概要 

訪問指導事業 

（学校訪問、要請訪問） 

各学校の校内研修に指導主事を派遣することで、教職員を支援

し、指導力の向上を図る。 

教員研修事業 

（各種研修） 

主任研修会などを実施し、各専門分野における資質の向上を目

指す。 

教職員研修事業 

（保健担当、体育担当、給食担当） 

各種研修会を通して、主任などの資質の向上を図るとともに、

教科や運営に関するいっそうの充実を図る。 

教職員等研修事業 

（専門性を高める取組） 

教職員の職務や経験、専門性、課題などに応じて研修会を実施

して、指導力の向上を目指す。 

学校情報化研究事業 

（わかる授業の推進） 

教職員を対象に、ＩＣＴ機器を活用した授業推進のための研修

会を実施する。 

教育広報活動事業 

（教育実践記録の募集と発行） 

教職員の優れた教育活動の記録を募集し、優秀な取組を表彰す

る。これにより、実践意欲の向上を図り、実践記録論文集を教

職員へ配付することにより指導力の向上を図る。 
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２－２－２ 学校間の連携の推進 

子どもの学びや育ちの連続性を強化するために、幼稚園、保育園、小学校、中学校、高等

学校、特別支援学校など、地域での学校間の連携を推進します。また、教職員や子どもの相

互交流、授業公開などにより、指導の方法や子どもに関わるさまざまな情報の共有化を図る

とともに、人事交流を推進します。さらに、塩浜小・中学校を小中一貫校とし、その成果を

各小中学校間の連携に生かします。 

 

○施策の評価 

１．成果指標 

 

  

成果指標 H28 H29 目標（H30）

１ 

幼小中特別支援学校連

携として行われた授業

や学校行事の事例数 

年間を通して継続

して実施した数 
１９回 ４１回 ４０回 

単発で実施した数 ５９２回 ５１７回 ３８０回 

２ 

幼稚園・保育園・小学校

での交流の機会の事例

数 

年間を通して継続

して実施した数 
１回 ６回 １８回 

単発で実施した数 １１０回 １２５回 １００回 
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２．施策の現状・課題 

 

 

３．対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《参考》 

  

主要事業(当該施策の重点事業以外) 事業概要 

創意と活力のある学校づくり事業 

（幼小連携推進モデル園・校設置及

び研究の推進） 

幼稚園などが小学校との連携推進を図るためのモデル的試行

として、「幼小連携推進モデル園・校」による実践研究を進め

る。 

創意と活力のある学校づくり事業 

（中学校区内にある幼・小・中・義

務教育・特別支援学校の連携推

進） 

中学校区内にある各園・各校の交流を進め、授業づくりなどの

情報を共有し、指導の改善や連携を図るとともに、分野別のセ

ンター化を進める。 

交流人事の推進 教職員の資質向上と指導の連続性を図る上で、可能な限り計画

的かつ積極的に小・中・特別支援学校の人事交流を進める。 

幼稚園教諭と保育士との交流 公私立幼稚園と保育園などの垣根を越え、幼保相互の保育参観

を実施し、相互理解や指導内容の共通認識を深めるとともに、

幼児教育や保育の質の向上を目指す。 

施策の実現が図られてきている。 

現在の計画に沿って、施策のさらなる推進を図る。 

アプローチカリキュラム・スタートカリキュラム※を契機に、相互の教育課程に幼児・

児童の交流等を位置付けて毎年同じように実施できるように支援する。 

※アプローチカリキュラム…就学前の幼児が円滑に小学校の生活や学習へ適応できるようにすると

ともに、幼児期の学びが小学校の生活や学習で生かされてつながるように工

夫された５歳児のカリキュラム 

 スタートカリキュラム…幼児期の育ちや学びを踏まえて、小学校の授業を中心とした学習へうま

くつなげるため、小学校入学後に実施される合科的・関連的カリキュラム 
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２－２－３ 学校評価の推進とその結果に基づく学校運営の改善 

学校が主体的に運営を改善し、子ども、家庭、地域からの信頼を高めるために、学校の自

己評価や保護者・地域住民などによる外部からの評価を行うとともに、その結果の適切な活

用と公表を推進します。また、教育委員会は、評価結果をもとに、学校へのきめ細かな支援

を行います。 

 

○施策の評価 

１．成果指標 

 

２．施策の現状・課題 

 

 

 

３．対応 

 

 

 

《参考》 

  

成果指標 H28 H29 目標（H30）

１ 学校関係者評価の結果を公表した学校の割合 １００％ １００% １００％ 

２ 
「保護者の意見が学校運営に反映されている」

と回答する保護者の割合 
７２％ ７４% ８０％ 

 

主要事業(当該施策の重点事業以外) 事業概要 

学校評価の効果的活用 

（三ヵ年計画と教育委員会評価と

の共有化のあり方） 

各学校が保護者アンケート形式で実施している「学校評価」と、

教育委員会が教育振興基本計画の指標としている「教育委員会

評価」の２つを、各学校が作成する「市川の学校教育三ヵ年計

画」の成果指標として、効果的に関連させることができないか、

その方策を協議する。 

施策の実現が図られてきている。 

現在の計画に沿って、施策のさらなる推進を図る。 
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２－２－４ 教職員が子どもと向き合う時間の拡大 

校務支援システム※などにより事務処理を効率化し、教職員が学習、相談、遊びなど、学校

生活全体にわたって子どもとじっくり向き合う時間を拡大します。また、教職員の心理的負

担の軽減を図るために、学校に寄せられるさまざまな要望への対応を進めます。 

 

 

 

○施策の評価 

１．成果指標 

 

２．施策の現状・課題 

 

 

 

 

３．対応 

 

 

 

 

 

《参考》 
  

成果指標 H28 H29 目標（H30）

１ 
「子どもとじっくり向き合うことができてい

ると思う」と回答する教職員の割合 
７０％ ７２% ７５％ 

 

主要事業(当該施策の重点事業以外) 事業概要 

学校諸問題対応対策事業 学校で発生する困難な事件・事故に関し、弁護士、医師、学者

等を任用し、専門的知識に基づいた助言及び指導を受けること

で、諸問題を早期かつ適切に解決する。 

学校情報化研究事業 教職員が効率的な校務処理と、その結果生み出される教育活動

の質の改善及び教員のゆとり確保のために、校務支援システム

の活用を進める。 

施策の実現がおおむね図られてきている。 

引き続き、教職員が本来担うべき業務に専念できるよう支援する必要がある。 

現在の計画に沿って、施策のさらなる推進を図る。 

今後も「ノー残業デー・ノー部活タイム」の完全実施をはじめ、様々な取り組みによ

り、業務改善や教職員の多忙化解消に努める。 

※校務支援システム…学校や子どもに関するさまざまな情報をデジタル化し、教職員間で共有する
システム 
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２－２－５ 特色ある学校運営を支援する環境整備の充実 

特色ある学校づくりを実現するために、各学校の主体的な取り組みを支援するとともに、

特色ある教育活動の先進事例を提供します。また、学力向上推進校、センター校※などの先進

的な取り組みを充実します。 

 

 

 

 

○施策の評価 

１．成果指標 

 

２．施策の現状・課題 

 

 

 

３．対応 

 

 

 

《参考》 

  

成果指標 H28 H29 目標（H30）

１ 
「学校は、特色ある取り組みや教育を進めてい

ると思う」と回答する保護者の割合 
７５％ ７１% ７０％ 

 

主要事業(当該施策の重点事業以外) 事業概要 

創意と活力のある学校づくり事業 

（市川の学校教育三カ年計画の推進） 

各幼稚園及び各学校が実態や特色を活かし、創意と活力に満ち

た取り組みを実施することで、特色ある学校づくりを行う。 

創意と活力のある学校づくり事業 

（市川の学校教育三カ年計画の推進） 

全学校で学力向上公開研究会、又は自主公開が行われるよう支

援をする。 

センター校構想 各教科・分野のセンター的役割をもった学校の設置について検

討する。 

施策の実現が図られてきている。 

現在の計画に沿って、施策のさらなる推進を図る。 

※センター校…指導方法の実践研究や教材・教具の開発を行うなど、各教科等の研究や教員の指導
力向上を図ることを目的として、教育委員会が指定した幼稚園・小学校・中学校 
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◇施策の方向２－３ 人のつながりを大切にし、子どもの成長を 

支える地域の教育力の向上を目指す 

 

○重点事業の点検 

 

《施策２－３－１関連》 

 

  

事業名 コミュニティサポート事業 

事業概要 

各小・中・特別支援学校において、家庭・学校・地域の代表が集まる会議を

開催し、情報の共有を図るとともに、共通する課題について話し合い、連携

を深める。また、学校支援コーディネーターを委嘱し、地域人材による学校

支援活動を充実させる。 

計画 

（具体的な取り組み）

・コミュニティサポート事業の新たな可能性の研究 

 （コミュニティ・スクール、地域学校協働本部） 

・統括コーディネーターの設置と推進への取組 

・学校支援コーディネーター設置推進への取組（全校配置へ向けて） 

・コミュニティサポート、学校支援活動の推進と周知への取組 

実績 

（活動及び効果） 

平成３１年度コミュニティ・スクール全校配置へ向けて、コミュニティサポ

ート委員会で説明し、様々なご意見をいただいた。平成３０年度５つの中学

校ブロックではじまる地域学校協働本部の設置へ向けて、該当校の学校支援

コーディネーターと協議を重ねることで、学校を核とした地域の連携ネット

ワークの体制作りを行うことができた。また、学校支援活動について、通信

を６回発行し周知に努めることができた。 

進捗 Ｂ 
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２－３－１ 地域を支える人材の育成と地域活動を支援する 

システムの充実 

地域活動を一層推進するために、ボランティアや指導者の発掘と育成に取り組みます。ま

た、地域住民が地域活動に参加しやすいシステムを充実します。 

○施策の評価 

１．成果指標 

 

 

 

 

 

成果指標 H28 H29 目標（H30）

１ 

「ヤングカルチャースクール・ジュニアリーダ

ー講習会を受講して、成長した」と回答する受

講者の割合 

８１％ ８２% ９０％ 

２ 

①「コミュニティサポート委員会※は、地域住

民が地域の活動に参加するきっかけをつくる

ことができたと思う」と回答するコミュニティ

サポート委員の割合 

７０％ － ７０％ 

②「コミュニティサポート委員会が目指すべき

重点について理解することができた」と回答す

るコミュニティサポート推進委員会※出席者の

割合 

８７％ ８９％ ９０％ 

 

※コミュニティサポート委員会…全５４の小・中学校区に設置されているコミュニティサポートの

実質的な活動の場。諸団体の代表者・地域住民が同じテーブルに

つき、対等の立場で学校と地域（家庭）の連携並びに地域間の連

携を目指している。 

※コミュニティサポート推進委員会…全市的に推進することを目的に、各委員会の代表者とコミュ

ニティサポート推進委員が集まる場。講演会を開催したり各

委員会の事例を発表したりすることで、各委員会のより円滑

な運営を目指している。 

※コミュニティサポート事業がコミュニティ・

スクールへ発展していくことや、学校支援コ

ーディネーターを全校に配置し、地域住民に

よる学校支援活動を活発に推進していくこと

など、事業の目指すべき方向性への理解がさ

れているか把握する必要があるため、質問項

目を変更した。 
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２．施策の現状・課題 

 

 

 

 

 

３．対応 

 

 

 

 

 

 

 

《参考》   
主要事業(当該施策の重点事業以外) 事業概要 

青少年指導者事業 小学生、中学生、高校生及び大人向けの青少年指導者育成講習

会を開催し、青少年指導者を育成することで、地域の青少年育

成活動の活性化を図る。 

コミュニティクラブ事業 地域性を活かしながら「遊び」を通して、子どもたちが主体的

に関わる様々な体験活動や豊かな対人関係を築いていくため

に、異年齢交流・世代間交流が図られる事業を実施している。

青少年育成事業補助金 市川市子ども会育成会連絡協議会や市川市青少年相談員連絡

協議会に財源を支援することでその活動を支える。 

学校施設開放事業 地域住民や子どもたちの活動の場として、プールや校庭、教室

などを開放し、地域の生涯学習活動や子どもの健全育成活動、

異世代間交流などを推進する。 

施策の実現がおおむね図られてきている。 

成果指標の変更を行ったため、単純に比較ができないが、地域とのさらなる連携・協

働に向けた取り組みは着実に進められている。 

現在の計画に沿って、施策のさらなる推進を図る。 

引き続き、各種活動の参加者の成長や満足につながるよう、支援の充実に努める。 

また、コミュニティサポート事業をコミュニティ・スクールへ発展させていくため、

コミュニティ・スクール全校配置へ向けて、学校を核とした地域の連携ネットワークの

体制づくりに取り組んでいく。 
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◇施策の方向２－４ 家庭・学校・地域のつながりを大切にし、 

市川の教育力の向上を目指す 

 

 

○重点事業の点検 

 

《施策２－４－２関連》 

 

 

 

  

事業名 コミュニティ・スクール推進事業 

事業概要 

保護者の代表、地域の代表、学識経験者等で構成する学校運営協議会を設置

し、学校運営に一定の権限と責任を持って参画することで、地域とともにあ

る学校づくりを進め、地域全体で子どもを守り育てる環境を整える。 

計画 

（具体的な取り組み）

平成２８年度に塩浜学園で積み重ねた運営等の研究成果を、平成２９年度に

新たに研究指定校となる５ブロック１７校に反映させながら、新たな課題と

成果についてさらに研究し、平成３３年度の完全実施を目指してコミュニ 

ティ・スクールの導入を推進していく。 

実績 

（活動及び効果） 

塩浜学園で積み重ねた議事内容・資料等を新たに研究指定校となった１７校

に活用したことで、各校で円滑な会議運営が行われている。内容も、子ども

の実態を踏まえ、回数を重ねるごとに深まり、協議会の場で生徒会から意見

を聞いて運営方針を検討するなど特色ある取組も行われている。これらの成

果を踏まえ、コミュニティ・スクール全校導入を当初の予定より２年前倒し

て平成３１年度とし、学校と地域のさらなる連携・協働を図ることとした。

今後、このような具体的取組事例を市内全域に周知し、地域全体で子どもた

ちを育てる意識を高め、今後の具体的な行動へとつなげていく。 

進捗 Ａ 

事業名 学校支援実践講座事業 

事業概要 

いじめ問題をテーマとした社会人権講座を行うと共に、受講者が地域支援者

となり、小・中学生との交流会を実施し、学校が行ういじめ未然防止の取組

を支援する。 

計画 

（具体的な取り組み）

・年間５回の人権講座の開催（支援者９０人参加予定） 

・千葉大学藤川大祐教授による教育講演会の開催（２回） 

・６０学級での小・中学校交流会実施 

実績 

（活動及び効果） 

年間５回の人権講座を開催（支援者は７６名）。そのうち、千葉大学藤川大

祐教授による教育講演会２回開催した。また、小・中学校交流会も１８校 

６５学級で行った。平成２８年度は１３校５５学級だったため、５校１０学

級増となった。年々交流会を行う学校が増えている。 

進捗 Ｂ 
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２－４－１ 家庭・学校・地域の連携を図る取り組みの推進 

地域のコミュニティづくりのために、より多くの人が集う場づくりを進めます。また、家

庭・学校・地域のさまざまな活動を支援するコーディネーターの育成に取り組みます。さら

に、企業やＮＰＯを含むさまざまな関係機関との連携・協力体制を構築し、たがいの知識や

人材を活用して、家庭・学校・地域への支援を行います。 

 

○施策の評価 

１．成果指標 

 

２．施策の現状・課題 

 

 

３．対応 

 

 

《参考》   

成果指標 H28 H29 目標（H30）

１ 
学校支援コーディネーター※を

配置した学校数及び人数 

学 校 44／55 校 47／55 校※ 55／55 校※

人 数 ５２人 ５５人 ７０人 

２ 
学校支援コーディネーター養成講座及び

連絡調整会議などの参加者数 
１２８人 １５３人 １２０人 

 

主要事業(当該施策の重点事業以外) 事業概要 

コミュニティサポート事業 

（学校支援コーディネーター等研修会） 

学校支援コーディネーターおよびコーディネーターとなり得

る地域人材を対象とした研修会を行う。 

※市川市立塩浜小学校及び塩浜中学校が、平
成２８年４月に義務教育学校「塩浜学園」
として開校したことを受けて、平成２８年
度以降の本市の学校数を１校減の５５校
とする。 

※学校支援コーディネーター 
…学校と地域を結ぶコーディネーター 

施策の実現が図られてきている。 

現在の計画に沿って、施策のさらなる推進を図る。 
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２－４－２ 家庭・地域と連携した学校の活性化 

学校だより、ホームページ、学校公開、公開研究会などによる積極的な情報の発信を通し

て、保護者や地域住民の学校への関心を高め、学校の教育活動や環境整備などに、より多く

の人が関わることができる機会を充実します。また、家庭・学校・地域に関わりが深く身近

な組織であるＰＴＡ活動の充実と改善ならびに学校評議員制度※の活用を通して、学校の活性

化を図ります。 

 

○施策の評価 

１．成果指標 

成果指標 H28 H29 目標（H30）

１ 
「ＰＴＡ活動や家庭教育学級に積極的に参加し

ている」と回答する保護者の割合 
４８％ ５０% ５０％ 

２ 
学校支援コーディネーターが学校へ派遣した

ボランティアの人数 
１,４４３人 １,６４５人 ８４０人 

 

２．施策の現状・課題 

 

 

３．対応 

 

 

《参考》  
主要事業(当該施策の重点事業以外) 事業概要 

学習支援推進事業 子どもたちの「わかる授業」のため、より多くの保護者地域の

方に学校の教育活動に協力してもらえる環境を整える。 

学校評議員制度 学校評議員制度を整備・充実させ、学校運営の改善及び活性化

を図る。 

学校情報化研究事業 

（学校 Web ページの作成・更新の

支援） 

保護者や地域に開かれた学校を推進するために、各学校の Web

ページ作成を支援するとともに、常に新しい情報を提供できる

環境整備に努める。 

コミュニティサポート事業 

（学校支援コーディネーター） 

（主任研修会） 

家庭・学校・地域の連携を進め、学校の教育活動に地域の教育

力を活用していく環境づくりを推進する。 

ＰＴＡ活動充実のための支援 ＰＴＡ活動充実に向け、ＰＴＡ連絡協議会への支援を行う。 

施策の実現が図られてきている。 

現在の計画に沿って、施策のさらなる推進を図る。 

※学校評議員制度…学校の運営に保護者や地域住民の意向を幅広く取り入れる制度 


